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10 Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Ryoichi Gejima, Director

General of Tokyo Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41, 42

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion work of the Tokyo Outer Ring Road

Chuo JCT South Shield Tunnel and non‑

opencut enlargement method North Route

 Due date for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 12 December 2016

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Assistant Manager of Contract Team, Cor‑

porate Department, Tokyo Branch, Central

Nippon Expressway Company Limited. Shi‑

royama Trust Tower 11F, 431, To‑
ranomon, Minato‑ku, Tokyo, 1056011
Tel. 0357765600

 本工事は、競争参加資格確認申請及び技術
提案書の提出を行った者のうち、競争参加資
格が確認された者に対して、技術提案の内容
に係る技術提案のプレゼンテーションおよび
技術提案確認協議（以下「ヒアリング」とい
う。）を実施し、技術提案の技術評価点が最も
高い者を優先交渉権者として選定し、優先交
渉権者と設計業務の契約を締結した後、発注
者と優先交渉権者との間で締結される基本協
定に基づき工事の価格等の交渉を実施し、交
渉が成立した場合には工事の契約を締結する
「技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイ
プ）」の対象工事である。
 本工事の契約の締結は電子契約による。た
だし、外国の企業で日本国内における商業登
記が未登記により電子証明書を取得できない
場合はこの限りではない。（詳細は入札（見積）
者に対する指示書を参照）
 本工事に先立って実施する設計業務の規模
は２億円程度（税込み）を想定している。な
お、設計業務の規模には、工法の確実性をよ
り高める検討を目的とした実証実験等の費用
は含まないものとする。また、本工事の規模
は、優先交渉権者選定後、優先交渉権者に対
して別途通知する。

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、東京支社長による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 「中日本高速道路株式会社契約規則」（中日
本高速道路株式会社規程第25号）第11条の規
定に該当しない者であること。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を含む））

次のとおり技術提案・交渉方式（設計交渉・施
工タイプ）に付します。
平成 28 年 10 月 21 日
（契約担当者）中日本高速道路株式会社

東京支社長 源島 良一
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 13
１ 工事概要
 品目分類番号 41、42
 工事名 東京外かく環状道路 中央ジャン
クション北地中拡幅（北行）工事
 工事場所 自）東京都三鷹市北野

至）東京都三鷹市井の頭
 工事内容 本工事は、次の設計業務及び工
事を実施する土木工事である。
【設計業務】
 業務内容 設計延長 Ｌ＝04㎞、地
中拡幅工詳細設計一式
 業務期間 設計業務の契約締結日の翌
日から450日間
 業務参考額 説明書による

【工事】（優先交渉権者との価格等の交渉が
成立した場合）
 工事内容 工事延長 Ｌ＝04㎞、地
中拡幅工事一式
 工事期間 優先交渉権者との価格等の
交渉で合意した期間

 競争参加資格の認定
【単体の場合】
土木工事において、設計業務の見積合せ時
に「平成27・28年度中日本高速道路株式会社
工事競争参加有資格者」であり、（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手続
開始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、当社が別に定める手
続きに基づく競争参加資格の再認定を受けて
いること。）かつ、当該資格の認定の際に算定
された経営事項評価点数が1600点以上を有
している者（上記の再認定を受けたものに
あっては、当該再認定の際に、経営事項評価
点数が1600点以上（土木工事）であること。）。
【特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合】
土木工事において、設計業務の見積合せ時
に「平成27・28年度中日本高速道路株式会社
工事競争参加有資格者」であり、（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手続
開始の申立てがなされている者又は民事再生
法（平成11年法律第225号）に基づき再生手
続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、当社が別に定める手
続きに基づく競争参加資格の再認定を受けて
いること。）かつ、当該資格の認定の際に算定
された経営事項評価点数が1300点以上を有
している者の２者又は３者で構成された共同
企業体。なお、経常建設共同企業体、協業組
合及び事業協同組合は、特定建設工事共同企
業体の構成員となれないものとする。

 次に掲げる基準を満たす現場代理人、主任
（監理）技術者を当該工事に配置できること。
なお、専任を要する期間は、工事の契約締結
日の翌日から工事現場が稼働（準備工を含む）
をしている期間とする。
 専任の主任（監理）技術者が、当該工事
に対応する建設業法の許可業種（土木工事
業）に係る資格を有する者であること。
 配置予定技術者の工事経験
１）単体又は特定建設工事共同企業体（甲
型）を構成する場合
現場代理人、専任の主任（監理）技術
者のうち１名以上（共同企業体を構成す
る場合は各構成員のうち１名以上）が、
平成13年度以降に元請けとして完成・引
渡しが完了した、次に掲げるイ）の工事
の経験を有すること。
（特定建設工事共同企業体及び経常建
設共同企業体の構成員としての施工実績
は、出資比率が20％以上の場合のものに
限る。乙型の共同企業体としての実績は、
協定書の分担工事の実績のみ同種工事の
実績として認める。この場合、協定書の
写しを申請書に添付すること。なお、現
場代理人としての実績においては、この
限りではない。）
イ）セグメント外径４ｍ以上の密閉型
シールドトンネル工事

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者（記２
の再認定を受けた者を除く。）でないこと。
又は、この条件を満たす２者又は３者で構成
された共同企業体。
 平成13年度以降に、元請けとして完成・引
渡しが完了した、次に掲げるイ）及びロ）の
工事の施工実績を有すること（特定建設工事
共同企業体及び経常建設共同企業体の構成員
としての施工実績は、出資比率が20％以上の
場合のものに限る。乙型の共同企業体として
の実績は、協定書の分担工事の実績のみ同種
工事の実績として認める。この場合、協定書
（案）の写しを競争参加資格確認申請書（以
下「申請書」という。）に添付すること。）。
ただし同一工事で各施工実績を有する必要
はない。
 単体又は特定建設工事共同企業体（甲型）
を構成する場合の代表者
イ）セグメント外径９ｍ以上の密閉型シー
ルドトンネル工事

ロ）ＮＡＴＭ工法により施工した設計内空
断面積60以上の道路トンネル工事
ただし、「東京外環トンネル地中拡幅部に
おける技術開発業務（その７）、（その８）、
（その９）」の受注者は、当該同種工事の施
工実績の確認を要しない。
 特定建設工事共同企業体（甲型）を構成
する場合の代表者以外
イ）セグメント外径４ｍ以上の密閉型シー
ルドトンネル工事
ロ）ＮＡＴＭ工法により施工した設計内空
断面積40以上の道路トンネル工事
ただし、「東京外環トンネル地中拡幅部に
おける技術開発業務（その７）、（その８）、
（その９）」の受注者は、当該同種工事の施
工実績の確認を要しない。





		2016-10-20T15:10:17+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




